




































1996 年に開催された「自然学校宣言シンポジウム」では、日本には 76 校の自然学校が
あると報告された。その後、数回に渡って自然学校に関する調査が行われているが、2002










り、近年では SDGs（Sustainable Development Goals／持続可能な開発目標）や地域創
生も当てはまるだろう。 
 























































































































  68団体 
Ｄ．質問項目（抜粋）と回答方法 
 問０．自然学校の基本情報 ＜記述式＞ 
 問１．主に取組んでいる活動 ＜選択式・記述式＞ 
 問２．地域創生への取り組みの有無 ＜選択式・記述式＞ 
 問３．地域創生に取り組む上で大切にしていること ＜記述式＞ 
 問４．地域創生に取り組む上での課題 ＜記述式＞ 













































































































  表５ 自然学校が果たしていくべき役割 
 
見出し 具体的な取り組み 
自然学校機能の充実
（51） 
 
自然学校としての自立（12）／体験活動の提供（12）／保
育・青少年教育（8）／人材育成（8）／ESD・SDGs（6）
／生きる力の育成（5） 
地域課題への取り組み
（56） 
 
ハブとしての役割（11）／地域活性化（10）／地域資源の
活用（6）／連携・協働（5）／環境保全（5）／発信（4）
／防災教育・災害時支援（4）／コミュニティセンター
（3）／雇用創出（3）／地域課題の解決（3）／観光（2） 
 
整理をしていく中で、最終的に「自然学校機能の充実」（51件）と「地域課題への取り組
み」（56件）の２つに分類することができた。これは、広瀬（2011）による自然学校の公式
「自然体験活動（本業）＋社会課題への取り組みと貢献＝自然学校」にさらに地域創生の視
点が強くなったものと言える。 
ESDによる地域創生とは「住民一人ひとりが地域の多様な資源とかかわり地域との関係
性を主体的に深めていくことで創り上げる、環境・経済・社会・文化のトータルな視点で持
続可能でかつ災害からの回復力（レジリエンス）が高い地域社会づくり」である。現代にお
ける自然学校が持つ２つの役割が循環することで、ESDによる地域創生が広がっていくこ
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とに期待したい。 
 
2) 講座の開催 
本講座は公益財団法人キープ協会の環境教育事業30周年記念事業の１つとして2013年に
始まり、これまでに計13回開催している。直近の２回のテーマは「地域創生と自然学校」と
設定して、大杉谷自然学校とホールアース自然学校の取り組みを聞き、全員参加型の意見交
換を行った。 
 
①大杉谷自然学校 
2018年1月16日、大杉谷自然学校（三重県大台町）の大西代表を講師に招いた。28人の
参加があった。大西氏からは地域創生への取り組みの紹介や「なぜ地域を残すべきなのか？」
「そもそも残すべきか？」「残っていくのか？」という問題提起がなされ、参加者と共に意
見交換を行った。 
 
②ホールアース自然学校 
2018年6月12日、ホールアース自然学校（静岡県富士宮市）の山崎ホールアース研究所
代表理事を講師に招いた。40人の参加があった。山崎氏から自然体験活動を通した地域へ
の貢献や近年取り組んでいる地域創生につながる事業の紹介がなされ、参加者と共に意見
交換を行った。 
 
3) 座談会の開催 
2019年11月18日、立教大学にて座談会「ESDによる地域創生と自然学校」を開催した。
出席者と司会者は以下の通りである。 
出席者： 辻英之（グリーンウッド自然体験教育センター）、西村仁志（広島修道大学）、 
 山崎宏（ホールアース自然学校）、増田直広（キープ協会） 
司会者： 阿部治（立教大学） 
主に、①近年の日本とアメリカの自然学校の動向、②自然学校の社会的役割の変化、③自
然学校が地域創生に取り組む意義、④自然学校が地域創生に取り組む上での課題、⑤自然学
校の今後の展望、について意見交換を行った。 
座談会を通して、いずれの自然学校も、2000年代以降の地域との関わりの中で役割を変
えてきたことや、それぞれの問題意識の中で自然学校と地域を見つめた上で、地域創生に取
組んできたことがわかった。また、各校とも地域に組み込まれることで、地域にとっても自
然学校が不可欠な存在になっていることが見えてきた。さらに、2011年の東日本大震災以
降、自然学校の役割に防災教育や災害時支援が組み込まれるようになった。 
一方で、非常に地域の課題も多様化しており、自然学校とは異なる新しいアクターがそれ
ぞれチャレンジをしている。そういう中で、自然学校も従来の役割からかなり幅が広がって
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おり、改めて自然学校のミッションの再確認の必要があることが確認された。 
 
4) 成果と課題 
「ESDによる地域創生の評価とESD地域創生拠点の形成に関する研究」において、自然学
校に関する取り組みを始めたのは2017年度からであった。調査研究を進める中で、ESDに
よる地域創生において、自然学校が主体や拠点となり得ることがわかってきた。事実、アン
ケート調査では、地域創生に取組んでいると答えた自然学校は86％、今後取り組みたいと
いうところも含めると、実に全体の95％となった。 
1980年代に概念が生まれ取り組みが始まった日本の自然学校は、当初は自然体験活動を
提供する団体や施設のことを指していたが、1999年以降に数年おきに実施されている自然
学校全国調査において、役割の変化が認められ、それに伴い数も増えてきた。2010年の第
５回調査によると、全国各地に3,700もの自然学校があるとされ、今や自然体験活動と社会
課題への取り組みを通して持続可能な社会の実現に寄与する組織や施設を指すようになっ
ている。さらに自然学校は地域に目を向け、「地域社会課題」への取り組みを行うようにな
っている。地域社会課題とは、まさに地域創生であり、自然学校はESDによる地域創生にお
いて大きな役割を果たすようになっている。 
一方、自然学校が地域創生に取り組む上で課題も見えてきた。「地域や社会との関係作り」
と「持続性」との合計で、全体の95％を占めることとなった。地域創生は自然学校単体では
なく、地域の住民や多様な主体との協働で取り組むものである。地域創生に取り組む上での
最初の課題は、地域や社会といかに関係性を作っていくかにあると言えよう。 
次に取り組みが始まってからの課題が「持続性」である。人材不足と資金不足にどのよう
に向き合っていくかが、各校が抱えている大きな課題であることが見えてきた。この解決の
ためにも、各地域の成功事例を共有することが必要と考えるが、その意味でも本研究の意義
があると言える。 
中山間地から都市部にまで全国各地に存在している自然学校が地域創生をミッションと
位置付け活動を展開していくことで、持続可能な社会の実現に近づけるはずである。その動
きを促進していくためにも、今後も自然学校の動きを注視し、研究および実践を続けていき
たい。 
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